
   ２　政策・方針決定過程への女性の参画促進

 

施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

相談事業（一般相談） ＤＶや子育て、生き方、労働問題など多様
で複雑な問題を抱える女性や男性を対象
とする相談に対応するため、電話相談を中
心とした相談体制の整備･充実を図ります。

男女共同参画課

専門相談事業 ＤＶ被害者の生活再建に向け、法律に関す
る悩み、心身に関する悩みに答えるため、
専門家によるカウンセリングや、弁護士及
び精神科医等専門家による相談を定期的
に開催します。

男女共同参画課

地域配偶者暴力相談支
援センター事業

県内１４か所の健康福祉センターを配偶者
暴力相談支援センターに指定し、ＤＶ専門
相談員を配置することにより、被害者の相
談支援体制の強化を図ります。

男女共同参画課

暴力根絶促進事業(男性
の電話相談）

ＤＶ被害男性への支援や、加害男性の更
生に向けた情報提供等のため、男性相談
員による「ＤＶに悩む男性のための電話相
談」を実施します。

男女共同参画課

女性に対する暴力に関
する広報・啓発

ＤＶ問題の解決に向けて被害者が相談しや
すい社会づくりが必要であるため、被害者
に情報が行き届くよう、複数の方法で継続
的に広報を実施し、被害者への相談窓口
の周知を図るとともに、県民への啓発を図
ります。

男女共同参画課

女性サポートセンター一
時保護

ＤＶ被害者である女性やその子ども等の安
全を速やかに確保するため、女性サポート
センターにおいて一時保護を行います。

男女共同参画課

一時保護委託事業 ＤＶ被害者や人身取引被害者をより迅速か
つ広域的に保護し、早期に自立に向けた
支援を実施していくため、厚生労働大臣が
定める基準を満たす施設に一時保護業務
を委託します。

男女共同参画課

①　女性と男
性の間に生じ
るあらゆる暴
力の根絶

第４章　事業計画（平成１８年度～２２年度）

目標Ⅰ　みんながその人らしく生きることができ、みんなで誰をも尊重し合い、自立を
        はぐくむ社会を目指します

　（基本的な課題１)  みんなの人権の尊重と侵害の解消

　   今後５年間の重要課題を次の２つとし、県民・企業・
   民間団体等と連携して積極的に取り組みます。

   １　千葉県男女共同参画推進連携会議をはじめ
     　とする県民や民間との協働による男女共同
    　 参画の促進
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

ＤＶ被害者生活再建事業 ＤＶ被害者の生活再建に向けた保護命令
等各種手続きや新たな住居設定、就業支
援等に当たり、被害者の希望又は必要に
応じて行う同行支援、相談支援等を民間支
援団体に委託します。

男女共同参画課

外国籍ＤＶ被害者支援事
業

年々増加する外国籍被害者からの相談に
対して、法律や制度に対する十分な説明、
援助を行うため、通訳を委託するとともに、
外国語版のＤＶ啓発リーフレットを作成しま
す。

男女共同参画課

DV家庭における子ども
支援研修

ＤＶ家庭における第二の被害者である子ど
もの安全確保や精神的なケアのため、教
育現場で働く教員等を対象に、ＤＶ問題の
知識の習得、子どもの人権に配慮した支援
のあり方について研修を行います。

男女共同参画課

ＤＶ被害者支援に係る民
間支援事業

ＤＶ被害者の多様な状況に対応するため、
支援に取り組む民間団体の連絡会議を開
催するとともに、被害者支援に実績のある
ＮＰＯにボランティア養成研修を委託しま
す。

男女共同参画課

ＤＶ職務関係者研修事業 ＤＶ被害を顕在化し、二次的被害を防止す
るため、ＤＶ施策担当新任職員を対象とす
る基礎的な研修を実施するとともに、研修
機会の少ない地域における研修機会の提
供や、少人数でのきめ細かな研修を行いま
す。

男女共同参画課

ＤＶ対応マニュアル作成 ＤＶ被害者の発見、通報の積極的な役割
が期待されている保健医療機関に対し、Ｄ
Ｖへの理解と協力を促すため、対応マニュ
アルを作成し配布します。

男女共同参画課

家庭等における暴力対
策ネットワーク会議

配偶者間の暴力や児童虐待など、家庭等
における弱い立場の者に対する暴力の防
止及び被害者の速やかな保護を図るた
め、関係機関・団体の代表者による連携を
図ります。

男女共同参画課

ＤＶ被害女性保護支援
ネットワーク事業

中核的配偶者暴力相談支援センターが被
害者支援の拠点としての機能を果たすた
めに地域の関係各機関との連携が必要で
あることから、連絡会議や事例検討会議を
開催します。

男女共同参画課

家庭等における暴力対
策担当者管理職研修

ＤＶ・児童虐待等家庭における暴力対策に
ついて早期発見・早期対応が重要なことか
ら、市町村担当部署の管理職クラスの職員
を対象とする、ＤＶ・児童虐待の問題認識を
深め、市町村の自主的取組を促すための
研修を実施します。

男女共同参画課、
児童家庭課

暴力根絶促進事業（暴力
と向き合う教育講座）

ＤＶ被害者の安全と安心を確保するため、
ＤＶ加害者を対象とする教育プログラムとし
て「暴力と向き合う教育講座」を実施しま
す。

男女共同参画課

①　女性と男
性の間に生じ
るあらゆる暴
力の根絶
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

暴力根絶促進事業（若者
のためのＤＶ予防セミ
ナー）

男女平等に関する教育及びＤＶ予防教育
の一環として、高等学校等に対して外部講
師を派遣し、ＤＶ予防に向けたセミナーを実
施します。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画苦
情処理委員の設置

県の男女共同参画に関する施策やＤＶ被
害者保護に当たる県職員の職務執行に関
する苦情等を適切に処理するため、苦情処
理機関を設置します。

男女共同参画課

社会福祉審議会社会的
養護検討部会

社会的資源のあり方、児童虐待死亡事例
の検証、児童虐待防止調査研究や家族関
係支援調整プログラム調査研究などを行う
委員会において、児童虐待防止のための
抜本的対策を検討します。

児童家庭課

児童虐待セーフティー
ネット推進事業

児童虐待の未然防止、早期発見・対応、被
虐待児童（及び保護者等）へのケア等のた
め、児童相談所の体制整備、市町村への
支援、関係機関との連携強化など児童虐
待防止に係る総合的な施策を推進します。

児童家庭課

児童虐待対応体制緊急
整備事業

専門的人材の確保が困難な市町村への専
門家派遣によるネットワーク機能の強化、
乳幼児に対する虐待予防のための保健師
を対象とした研修の実施、虐待に悩む母親
の治療的グループを実施するための指導
者養成、児童相談所の虐待対応システム
の抜本的見直し等を実施します。

児童家庭課

一時保護所児童処遇改
善促進事業

被虐待児の一時保護が増加している児童
相談所の一時保護所へ非常勤の心理療法
担当職員を配置することにより、児童虐待
等により一時保護された児童への心理的
ケアを充実するとともに、一時保護所にお
ける被虐待児童の心理的治療方法等につ
いての検討を行います。

児童家庭課

被虐待児等訪問心理療
法等事業

被虐待児童等への心理的ケアに対応する
ため、民間児童福祉施設のうち、心理療法
担当職員が不足している施設を対象に児
童相談所心理療法担当職員が施設入所児
童への訪問カウンセリングを行います。

児童家庭課

被虐待児童等へのグ
ループ指導事業

被虐待児童や虐待を行った保護者への心
理的ケアは、虐待の再発防止、被虐待児
童の心身の健全な発達のために欠くことの
できないものであるため、精神科医、心理
療法担当職員等によるグループ指導を通
じて、児童の心理的安定を図るとともに、健
全育成を促進します。

児童家庭課

保護者カウンセリング強
化事業

虐待を受けた児童の最善の利益を図るた
めに家族の再統合を目指した積極的な指
導が求められていることから、児童虐待を
行う保護者への指導を効果的に行うため、
児童福祉司、心理判定員等による指導に
加え、精神科等の医師の協力を得て、保護
者の抱える心の問題等へのカウンセリン
グ、指導を行います。

児童家庭課

①　女性と男
性の間に生じ
るあらゆる暴
力の根絶
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

ＮＰＯパワーアップ補助
金

ＤＶ被害者保護など様々な事業を行うＮＰ
Ｏの自立を促進し、組織基盤の強化を図る
取組や地域への浸透や連携に向けた取組
などを奨励するため補助金を交付します。

ＮＰＯ活動推進課

青少年相談員の活動促
進

県民生活課

非行防止のための啓発

有害図書等の規制の強
化

青少年の健全育成の観点から、青少年健
全育成条例に基づいた有害図書等の規制
の強化を推進します。

県民生活課

被害者支援活動の促進
事業

犯罪による被害者等への適切な対応や、
きめ細やかな被害者支援のため、「被害者
対応マニュアル」を作成し、犯罪による被害
者等と直接接する関係者の知識や技術の
向上を図ります。また、相談窓口等を一括
掲載したパンフレットや、被害者支援の啓
発用ポスターを作成し、犯罪被害者等に対
する支援を促進します。

県民生活課

警察官の計画的な増員
と優れた捜査官の育成

警察官を計画的に増員し、警察官の業務
負担を緩和するとともに、刑事任用専科入
校枠を拡大し、複雑・多様化する犯罪に迅
速・的確に対応できる捜査官を育成しま
す。

警）警務課

関係機関の連携による
相談者の身辺保護の徹
底

ＤＶ被害女性の一時保護を女性サポートセ
ンター等に依頼するほか、裁判所からの保
護命令に対して、被害者に対する連絡や
相手方に対する指導警告を行います。ま
た、県外居住者に対しては、他県警察に対
する共助依頼を実施するなど相談者に対
する二次的被害防止対策を実施します。

警）生活安全総務
課

外国人女性に関する人
の密輸（トラフィッキング）
等の対策の徹底による
人身売買組織の排除

被害女性を保護し、人身売買罪など各種
法令を駆使して、悪質な雇用主、ブロー
カー等の組織が介在する事案を重点的に
取り締ります。

警）風俗保安課

風俗環境の浄化及び悪
質営業店の排除

風俗環境の浄化のために、違法風俗店や
暴力団が介在する売春事犯、ピンクビラ、
客引き、有害業務への職業紹介、勧誘等
を取り締ります。

警）風俗保安課

児童買春等事犯の取締
りの強化

携帯電話やインターネットの普及により、出
会い系サイトを利用した児童買春事犯が増
加しているため、関係法令を駆使した取締
りを強化するとともに、被害児童に対しては
少年センター職員等による立直り支援対策
活動を推進します。

警）少年課

被害の潜在化防止と二
次的被害防止・軽減のた
めの女性警察官の性犯
罪捜査指定捜査員への
指定と被害者対策教育
の実施

性犯罪の潜在化の防止を図るとともに、捜
査過程における性犯罪被害者の二次的被
害等を軽減し、より適切な性犯罪捜査等を
推進します。（女性警察官をはじめ、性犯
罪指定捜査員に対する教養を積み重ね、
事件対応要領のレベルアップを図る等女性
被害者に配意した適切な捜査を推進しま
す。）

警）刑事総務課

①　女性と男
性の間に生じ
るあらゆる暴
力の根絶

若年層における性非行防止などに関する
啓発及び相談等の推進を図ります。
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

男女共同参画に関する
情報収集･提供事業

男女共同参画についての理解を深めるた
め、ちば県民共生センターにおいて、各種
情報の提供を行うとともに、学習関係の相
談に応じ、男女共同参画を含む人権等に
ついての学習機会の充実を図ります。

男女共同参画課

相談事業（専門相談） 女性の抱える様々な問題のうち、一般相談
では対応が困難な、より専門的な相談に対
応するため、専門的な視点から問題解決
の手助けを行う専門相談窓口を設置しま
す。

男女共同参画課

講師派遣 男女共同参画についての理解を深めるた
め、教職員に対する研修をはじめ、市町村
や企業、各種団体などの依頼により、県職
員を講師として派遣します。

男女共同参画課

人身取引問題に関する
社会啓発・広報事業

人身取引をなくすために、人身取引問題を
考えるシンポジウムの開催や、人身取引防
止啓発リーフレットの配布等を行います。

男女共同参画課

人身取引問題に関する
関係国における情報交
換事業

保護した人身取引被害者に適切なケアを
行うため、母国の生活実態・文化・習慣等
の情報交換等を、被害者の関係国に職員
を派遣して行います。

男女共同参画課

千葉県人権センターを中
心とした民間団体等との
連携強化とメディア等の
活用による啓発活動の
促進

人権問題に関する民間団体との連携を強
化するため、運営補助や主催事業への助
成を行います。また、テレビ・ラジオ等のメ
ディアを利用して、人権週間を中心とした啓
発活動を実施します。

健康福祉政策課

人権保障に関する条約・
法令についての広報

様々な人権問題について、家庭・学校・職
場・地域社会等で学習できるように、国連
での取組や現在の人権の状況について解
説した啓発資料を作成し、配布します。ま
た、県ホームページを活用した広報を実施
します。

健康福祉政策課

各種媒体を活用した男女
共同参画に関する情報
の提供

県民の人権問題に対する正しい理解と認
識を深め、人権尊重意識の高揚を図るた
め、人権週間（１２月４日から１２月１０日）を
中心に、テレビ・ラジオ等のメディアを利用
して情報提供を実施します。

健康福祉政策課

人権尊重意識の醸成の
ための啓発活動の強化
促進

県民の人権尊重の意識を高めるために、
テレビ・ラジオを通じた啓発活動を実施する
とともに、県ホームページを活用して、人権
施策の周知を図ります。また、人権啓発を
促進するための啓発資料を作成し、人権問
題講演会等イベント会場で広く県民・企業
等に配布します。

健康福祉政策課

男女雇用機会均等法の
周知徹底

男女雇用機会均等法の趣旨が徹底される
よう、広報誌「労政ちば」等に掲載し、広報・
啓発を実施します。

雇用労働課

警察官の計画的な増員
と優れた捜査官の育成
(再掲：92Ｐ）

警察官を計画的に増員し、警察官の業務
負担を緩和するとともに、刑事任用専科入
校枠を拡大し、複雑・多様化する犯罪に迅
速・的確に対応できる捜査官を育成しま
す。

警）警務課

②　性に起因
する人権侵害
を許さない社
会環境づくり
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

②　性に起因
する人権侵害
を許さない社
会環境づくり

関係機関の連携による
相談者の身辺保護の徹
底
（再掲：92Ｐ）

ＤＶ被害女性の一時保護を女性サポートセ
ンター等に依頼するほか、裁判所からの保
護命令に対して、被害者に対する連絡や
相手方に対する指導警告を行います。ま
た、県外居住者に対しては、他県警察に対
する共助依頼を実施するなど相談者に対
する二次的被害防止対策を実施します。

警）生活安全総務
課

外国人女性に関する人
の密輸（トラフィッキング）
等の対策の徹底による
人身売買組織の排除
（再掲：92Ｐ）

被害女性を保護し、人身売買罪など各種
法令を駆使して、悪質な雇用主、ブロー
カー等の組織が介在する事案を重点的に
取り締まります。

警）風俗保安課

風俗環境の浄化及び悪
質営業店の排除
（再掲：92Ｐ）

風俗環境の浄化のために、違法風俗店や
暴力団が介在する売春事犯、ピンクビラ、
客引き、有害業務への職業紹介、勧誘等
を取り締まります。

警）風俗保安課

少年を取り巻く有害環境
浄化対策の推進

女性に対する暴力を誘引する有害環境を
浄化するための事業に取り組みます。

警）少年課

児童買春等事犯の取締
りの強化
（再掲：92Ｐ）

携帯電話やインターネットの普及により、出
会い系サイトを利用した児童買春事犯が増
加しているため、関係法令を駆使した取締
りを強化するとともに、被害児童に対しては
少年センター職員等による立直り支援対策
活動を推進します。

警）少年課

男女共同参画セミナーの
開催

男女共同参画社会の形成に向け、ちば県
民共生センターにおいて各種講座を開催し
ます。

男女共同参画課

庁内における研修会の
開催

男女共同参画の視点について、「広報推進
委員会」を活用して庁内各課等に改めて意
識の啓発を図るため、関係課と連携して研
修を行います。

男女共同参画課、
報道監

少年を取り巻く有害環境
浄化対策の推進
（再掲：同Ｐ）

女性に対する暴力を誘引する有害環境を
浄化するための事業に取り組みます。

警）少年課

インターネットを利用した
犯罪の取締り強化とサイ
バー犯罪被害防止にか
かわる広報啓発活動の
推進

インターネット上で女性の人権に対する侵
害が行われないよう取締りを強化し、被害
を未然に防止します。

警）生活経済課

インターネット上の違法
情報に関する取締り強化

女性蔑視等が含まれる差別意識に基づい
た違法情報の取締りを強化することによ
り、男女差別意識の解消を側面から支援し
ます。

警）生活経済課

　　(関係各課）

地域防災計画等の整備 地域防災計画・マニュアル等における男女
共同参画の視点の位置付けを行います。

男女共同参画課、
消防地震防災課

　  (関係各課）

④　防災（災
害復興を含
む）等におけ
る女性の人権
への十分な配
慮

   地域コミュニティにおける防災活動についても、男女共同参画の視
点から固定的な性別役割分担意識の見直しや、方針決定過程及び
活動への女性の参画を促進し、女性リーダーの育成を図ります。

情報の受け手が情報を主体的に選別、判断できるための能力の育成
と、家庭教育･学校教育･社会教育などの生涯にわたる教育･学習の
充実を図ります。

③　マスメディ
アにおける女
性の人権への
十分な配慮

94


